














(INTERNATIONAL CONVENTION FOR THE UNIFICATION OF 
CERTAIN RULES RELATING TO THE ARREST OF SEA-GOING SH 
IPS, BRUSSELS, MAY 10, 1952.以下， 1952年条約と略す）， 1985年船舶
アレスト改正条約案 2)(DRAFT REVISION OF THE INTERNATIONAL 
CONVENSION FOR THE UNIFICATION OF CERTAIN RULES 
RELATING TO THE ARREST OF SEA-GOING SHIPS Done at Bruss 
els, May 10th ; 1952.以下， 1985年改正案と略す）， 1999年船舶アレスト条




こでは，まず， 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の全文について，概略
的な対照を行ない， FrancescoBerlingieri 4 l氏の見解を中心に，「アレストさ
れる船舶」等について，若干の紹介・検討と試みようと思う。
I. 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の概略的対照
ここでは， 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の条文を，概略的に，比
較対照する。その際，主として， 1999年条約の条文の内容を目安として，いく
つかに分け，それに， 1952年条約， 1985年改正案の条文を対応させることにす





前文（* 1) 前文（* 2) 
( * 1）「締約諸国（The High Contracting Parties）は，航海船舶の仮
差押に関する若干の統一規則を，共同の合意によって定めるのが有益である
ことを認め，このために， 1つの条約を締結することを決定し，次のように
合意した。」（小町谷・後掲注 1）⑤288頁）。小町谷博士は， thearrest of 
sea”going shipsを「航海船舶の仮差押」と訳される。本稿では， arrestは
アレストと訳することにする。





なお，（ i ) 1952年条約では， Contracting State, （証） 1985年改正案で
は， Stateparty, （出） 1999年条約では， StatePartyの語が使用されてい
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2条一一一 一一一一一 3条アレストの権利の行使 3条アレストの権利の行使
（アレストの権利の行使） (1) 
(a ）~＝＝ごごごごごごご： 一一一一ァ（a)
( i ) 一一一7～（b)
（証）／／ン（c) 
（温）／タ〆／（d)
(iv) メグ／/( e) (*12) 
(v) ／~；ジ／／，，.／ /2 
(b)/ /// / (a) 
Cc ）~~／ Cb) 
(d）ら 11) / /3 


















の訳による）。 manageror operator of the shipという用語が現われる。
5. 1999年条約4条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
3条（アレストの禁止とアレスグ4条 アレストからの解放 4条 アレストからの解放
トからの解散） ／／ク
( 1 ) ,,// / / ( 1 ) 
( 2) // / / ( 2)
(3)/ / / (3) 
(4) / / (4) 一一一一4
I (a）一一一一一一一一5
/ (b）一一一 (a) 





















( 2) 2 
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(b) (b) 
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(c) /(a) (a) 
( d ) // / ( b ) ( b ) 
(e) ／／ ノ〆／／（4) 4 
／ ／ ／ （適正手続）
( f ) // // // ( 5) 5 （裁判所又は仲裁廷）
( 2 ) ／~／／~／／／ ,/' ( 6 ）週間決又帥裁判断） (a) C合理的な機会）
( 3 ）.／’／／〆 〆／ --------------- ( b ) （公序）
( 4 ) // _,// ----6 
( 5) ( * 13) // 
11条（仲裁）








( 3) 一一－一一ァ（ 3) 
( 4)三三二二 /'/ ( 4)
( 5 ）－－－之、記ヨケー （ー5) 
ウメミミ；－－－－c6) 
,// ~（ 7) 
9 条（海上先取特権等の非引き~－－－ 9条三諸）留保 、9条 海上先取特権の非創設
10条（＜諸＞留保） ------ 10条
(a) ----1 （諸）留保
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( * 14）小町谷・後掲注1）⑤293頁は， 10条（b）号の「第 1条第9項」は
「第 1条第 l項の誤植と思われる」とされるが，原文（BERLINGIERI, supra 
note 1) at 218 ; TETLEY, supra note 1 ）③at 668）では，第l条第（q)






( * 16) ----------- そして同意
------ ( * 17)
13条（批准）---- I 13条 l以上の法体系を持つ
( * 18) / 諸国家と条約の適用拡大
/ ( * 19) 
14条（＜条約の＞発効）（ψ。川 ’／ 14条効力発生
15条（加盟・承認・発効）一一一一一一一つ「一 ( * 22) 
( * 21) 
16条（＜条約の＞改正） // 15条修正及び改正
( * 23) / ( * 24) 
17条（＜条約の＞廃棄・通告） -1 16条（条約の）廃棄
( * 25) / 通告（* 26) 
18条（＜条約の＞適用拡大，ノ 17条言語
言語） ( * 27) ( * 28) 














































( * 22）「 1. この条約は， 10カ国がそれによって拘束される自国の同意



























































April 10, 1961 
October 8, 1991 
May 2, 1989 
August 24, 1955 
December 21, 1995 
May 25, 1957 
October 6, 1972 
Great Britain and Northern Ireland 










February 27, 1967 
August 10, 1956 
November 9, 1979 
January 20, 1983 
November 1, 1994 
May 4, 1957 
December 8 1953 
July 25, 1967 
Algeria August 18, 1964 
Antigua and Barbuda May 12, 1965 
Bahamas May 12, 1965 
Belize September 21, 1965 
Benin April 23, 1958 
Burkina Faso April 23, 1958 
Cameroon April 23, 1958 
Central African Republic 
April 23, 1958 
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1999年条約（* 30) 
批准（RATIFICATION)
Bulgaria Feb 21, 2001 
同意（ACCESSION)
Algeria May 7, 2004 
Estonia May 1, 2001 
Latvia Dec 7, 2001 
Spain Jun 7, 2002 
Syrian Arab 








April 23, 1958 
April 23, 1958 
July 13, 1955 
November 21, 1983 
April 23, 1958 
May 12, 1965 
March 29, 1963 
France (Overseas Territories) 
Gabon April 23, 1958 
Germany April 23, 1958 
Great Britain and Northern Ireland 





and St. Helena May 12, 1965 
Turks Isles 
and Caicos September 21, 1965 
Bermuda May 30, 1963 
British Virgin 
Islands May 29, 1963 
Falkland Islands 
and dependencies October 17, 1969 
Gibraltar 
Hong Kong March 29, 1963 
Guernsey December 8, 1966 
Grenada May 12, 1965 
Guinea December 12, 1994 
Guyana March 29, 1963 
Haiti November 4, 1954 
Ireland October 17, 1989 
Ivory Coast April 23, 1958 
Khmere Republic November 12, 1956 
Kiribati Septemder 21, 1965 
Latvia May 17, 1993 
Luxembourg February 18, 1991 
Madagascar April 23, 1958 
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Morocco July 1, 1990 
Mauritania April 23, 1958 
Mauritius March 29, 1963 
Niger April 23, 1958 
Nigeria November 7, 1963 
North Borneo March 29, 1963 
Paraguay November 2, 1967 
Poland July 16, 1976 
Romania November 28 1995 
Sarawak August 28, 1962 
Senegal April 23, 1958 
Seychelles March 29, 1963 
Slovenia October 13, 1993 
Solomon Isles September 21, 1965 
St.Kitts and Nevis May 12, 1965 
St.Lucia May 12, 1965 
St. Vincent and the Grenadines 
May 12, 1965 
Sudan April 23, 1958 
Sweden April 30, 1993 
Switzerland May 28, 1954 
Syrian Arabic Republic February 3, 1972 
Tchad April 23, 1958 





June 13, 1978 
September 21, 1965 
April 23, 1958 
July 17, 1967 
( * 29) TETLEY, supra note 1）②at 1446-48. 
( * 30)http://untreaty.un.org/ENGLISH/bible/englishinternetbible/pa-
rt I /chapterX I /treat・・・2004/09/03外務省国際法局経済社会条約官室に検
索していただ~＇た。











I. 102 万国海法会（CMI) リスボン草案から始まる，すべての以前の諸草
案において， l船舶は，以下の場合にアレストされうると，まず規定された。
(a) 1海上先取特権によって担保される l請求権に関して，（b) 1モーゲー













( c）当該請求権が1モーゲージ又は 1抵当権又は同じ性質を有する 1担保
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に基づいている場合の 1船舶のアレスト；
(d）当該請求権が所有又は占有に関連する場合の 1船舶のアレスト；
( e）当該請求権が 1海上先取特権によって担保されている場合の 1船舶の
アレストo

































































































































I. 118 その法の下で当該判決が当該船舶に強制されうる国家は，必然的に l
当事国（aState Party）でなければならない。なぜなら， l当事国の裁判管
-21 ( 165) 
轄権の範囲内において，いかなる船舶のアレストにも， 8条(1)項に従って，当
該条約が適用されるからである。






















JI. 122 3条（3）項の諸モーゲージ，「諸抵当権」又は諸担保（権） (charges) 
への拡大された適用－それによればアレストは，アレストが適用される国の法













































































































































1 ）①FRA悶 scoBERL1NG1ER1, ARREST oF SHws, at 215 et seq., at 220 et seq. (3rd ed.2000）②Wit.LIAM 
TETLEY, MARITIME L1ENs AND CLAIMS, at 1439 et seq. (2nd ed.1998）；③W1LL.IAM TETLEY' 















弁護士である（FormerProfessor of Maritime Law at the University of Genoa ; Honorary 
President, Comit己MaritimeInternational ; Advocate, Senior Partner, Studio Legale Berlingieri）。
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I. 1 . 1999年アレスト条約のテキスト
I . I . 1. 1999年船舶アレス卜に関する国際条約




II.II.2. 第2章船舶アレストに関する l国際条約の準備及び採択（AgendaItem 8 ) 
il. 3.船舶アレストに関する国際条約の準備作業
6 ) BERLJNGIER1, supra note I at 459.付録Eにおける万国海法会の提案及び外交会議での万国
海法会からのオブザーパーによる序論を見よ。 460 472頁の付録Eにおける後のディベート
も見よ。 BERLINGIER1, supra note I at 315 n. l. 





not巴 lの付録E 463頁， Id.at 316 n.3参照。
9) Id.の付録E，後のディベートを見よ。 Id.at 316 n.4参照。
10) Id.の第 1編パラグラフ 1.412-1.4170Id. at 316 n.5. 
11) Id.付録m,451頁以下。リスボン会議での万国海法会の国際サブ委員会の議長の報告の中
における1952年条約3条（4）項についての諸コメントを見よ。 Id.at 316 n.6参照。
12) Id.付録m,451頁。 Id.at 317 n.7. 
13) Id.第l編パラグラフ1.5230Id. at 317 n.8. 
14) Id.第l編パラグラフI.517。Id.at 317 n.9 
15) Id.付録m,465頁。 Id.at 317 n.10参照。
16) Id.付録m,465 466頁。 Id.at 317 n.11参照。
17) Id.付録il,465頁。 Id.at 317 n.12参照。
18) Id.付録m,465頁。 Id.at 318 n.13参照。
19) Id.付録il,465頁の本委員会議長の締めくくりの所見を見よ。また，以前Documentl88/3,
付録m,460頁においてタイによって以前なされたコメントをも見よ。 Id.at 318 n.14参照。












ほとんど同ーの諸規定が， 1993年ML M条約の 1条及び 2条において規定されている。 Id.
at 319 n.17. 
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23) 1952年条約に関して，そのような留保は，コスタリカ，クロアチア，イタリア，及びオラ
ンダによってなされている。 1998年万国海法会Yearbook, p.226を見よ。 BERLINGIERI, Sl抑ヨ
note I, at 320 n.18. 





対する諸請求権を含むことになるのであるが ，諸海上先取特権は，発生する，と。 Id.at 
320 n.19 





（権） (charges）の後にランクされるであろう。 Id.at 320 n.20. 
26）合同政府間専門家会議（JIGE）の第8会期を通して，合衆国代表団の提案，報告を見よ。
付録凪 469頁など参照。 Id.at 321 n.21参照。
27）万国海法会の方針書，付録m,459頁及び万国海法会からのオブザーバーの言明，付録m,
462頁を見よ。 Id.at 321 n.22参照。
28）万国海法会からのオブザーパーの言明，付録m,467頁を見よ。 Id.at 321 n.23参照。
29）新アレスト条約の諸目的の lつが， MLM条約の諸規定と提携することであるという，国
際海運会議所 ercsニInternationalChamber of Shipping）からのオブザーパーにより外交会
議でなされた言明（付録m,473頁）は，それ故，あるかなり制約された目的のある不当な
拡大である。 Id.at 321 n.24参照。
30）次の提案は，合衆国の代表団によってなされた（1999年3月5日の会議文書A/CONF.188
/CRP.16) 






権によって担保される 1請求権のために， 1当事国のどの裁判所が l船舶をアレストするこ
とを妨げるものはない。
Id. at 321 n.321. 
31)このことは，ノルウェーの代表団によって提出された l提案であった（1999年3月5日の
会議文書A/CONF.188/CRP.14），付録m,461頁。ノルウェーの代表団のその後の言明に
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